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【判例研究】
「取締役選任合意の法的拘束力」
（東京地判令和 1・5・17 金判 1569 号 33 頁）
桜　沢　隆　哉
Ⅰ．事実の概要






旧ビル建築資金 28 万 5000 円のうち 8万 5000 円を提供し、Fは残りの建築
資金を調達すること、旧ビル完成までの施行督促や完成後の事業経営を行う
こと、及び旧ビルは持分 2分の 1ずつの共有とし、収益も 2分の 1ずつ分配
する旨の合意をした。
Bと Fは、戦後、高額の財産税を納付するため、旧ビルのテナントの 1
人であったDから資金を得ることになった。そして、昭和 23 年 1 月 5 日、F、






旧ビル及びその敷地の各持分権 3分の 1 を 550 万円で譲渡すること、② F
とBは、Dに対し、昭和 23年 2月 15日までに旧ビル 3階の 17坪を引き渡し、
Dは、Fと Bに対し、150 万円を支払うこと、③ Fと Bは、Dに対し、昭
和 23 年 3 月 25 日までに 215 万円を支払うこと、④旧ビル及びその敷地を現




2．株式会社A（以下、「A社」という）は、昭和 23 年 4 月 7 日に設立された。
その際、Fと Bにより旧ビル及びその敷地が現物出資され、Dは、A社の
発行済株式総数 6万株のうち、2万株を取得した。なお、Fは 1万 7836 株、
Bは 2 万 0164 株を取得し、上記 3名以外の株主は合計 5名、持株数は合計
2000 株であった。しかし、上記の「昭和 23 年合意」にもかかわらず、A社
の設立後、Dがその取締役に就任することはなかった⑴。





⑴　Dは、昭和 29 年 3 月頃、本件会社を相手方として、検査役選任を申し立てたのに対






























5．A社は、昭和 57 年 10 月 19 日までは発行済株式総数が 6万株であったが、
同日、株式併合により 300 株となり、現在に至る。A社株式のうち、X1 は
71 株を、X2 は 29 株をそれぞれ所有している。
京女法学　第 17 号26
C は、A社の株式 79 株を所有していたが、平成 26 年 12 月 8 日、これを




ない取締役が Bの子のK、G、Cの子の L、Dの妻の弟であり、かつて J商
会の総支配人であったM、監査役がBの妻のN、上記 Lの子のOであった。
その後、Kは、平成 25 年 3 月 4 日に死亡した。
X1 は、同年 6 月 13 日、本件会社の取締役に選任され、同日、YもA社
の取締役に選任された。X1 は、平成 26 年 6 月 12 日、本件会社の臨時株主
総会における取締役解任決議により、取締役を解任された。その後、同決議
を無効とする判決が確定し⑵、X1 は取締役に復帰したが、平成 27 年 5 月 1





株であった。X1 らはそのうち合計で 100 株を保有している。平成 26 年 6 月 12 日、A
社の臨時株主総会が開催され、①X2（本件の原告）を取締役から解任する旨の決議、






承認を要する）の決議が行われた。同年 7月 11 日にも、同社の臨時株主総会が開催
され、⑤定款を変更する旨の決議、⑥Bを代表取締役に選任する旨の決議、⑦新株発
行の決議（募集事項：（1）募集株式の種類及び数：A種類株式 1株、（2）払込金額：
1株につき 2800 万円、（3）払込期日：平成 26 年 7 月 14 日、（4）割当方法第三者割当













招集通知に記載しなければならず（会社法 299 条 4 項、同条 2項 2号、298 条 1 項 2 号、
4項）、かつ、当該株主総会においては、当該記載に係る「株主総会の目的である事項」




ればならない（同法 299 条 4 項、同条 2項 2 号、298 条 1 項 5 号、会社法施行規則 63
条 7 号ロ）ところ、A社の平成 26 年 6 月 12 日付け臨時株主総会に係る招集通知には、
「会議の目的事項」として「①取締役及び監査役に関する件」、「②取締役の報酬額改
定に関する件」及び「③定款一部変更に関する件」と記載されていたのみであった。





くとも、本件決議 1及び 3～ 7 に係る事項が『株主総会の目的である事項』とされて
いることを認識し得る程度の記載がされていたと認めることはできない。また、上記
招集通知（略）記載の『②取締役の報酬額改定に関する件』（本件決議 2に係る事項）
は会社法施行規則 63 条 7 号ロ所定の『役員等の報酬等』に該当するところ、同招集
通知に『当該事項に係る議案の概要（議案が確定していない場合にあっては、その旨）』
の記載がされていたとは認められない。……これらの点において、本件各決議は、そ
の『株主総会等の招集の手続又は決議の方法が法令…に違反』（同法 831 条 1 項 1 号）
していたというほかない。そして、これらの法令違反が『重大でな』い（同法 831 条
2 項）ということはできず、同項により原告らの請求を棄却することはできない。被











区分を、地下 1階及び地上 1階から 4階の一部はA社、同 4階の一部及び
5階以上は B及び Cとし、A社所有部分については、賃借人として Z銀行
と J商会を予定することなどを合意し、さらに、〈4〉新ビルは遅くとも昭和
48 年 5 月末には建築許可が下りるよう、新たに選任される取締役が業務を















































事録に記載されているのは昭和 55 年の株主総会と昭和 63 年の株主総会に限
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T 弁護士は、昭和 28 年 7 月の時点で、同合意の趣旨について、個人間の契
約にすぎず、議決権の行使を永久に拘束するものではない旨の書面を、昭和














































⑶　本判決の評釈等として、船津浩司「判批」法教 469 号 137 頁（2019 年）、弥永真生「判


























































⑺　江頭憲治郎『株式会社法〔第 7版〕』（有斐閣、2017 年）62 頁注（1）、田中亘『会社






⑽　田中・前掲注（7）書 24 頁、田中・前掲注（9）論文 220 頁参照。
⑾　田中・前掲（9）書 24 頁、江頭・前掲注（7）62 頁注（1）参照。






















⒀　東京地判昭和 56・6・12 判時 1023 号 116 頁、東京高判平成 12・5・30 判時 1750 号
169 頁（同判決の原審である東京地判平成 11・10・12 判時 1750 号 175 頁）、名古屋地
















56 年 6 月 12 日判決⒅がある。同判決の事案は、次のとおりである。A株式
会社の経営権をめぐり代表取締役Y1 と B・C・X（Bの実弟）との間で紛
争が生じ、訴訟にまで発展していたが、双方の間でXとY1 の 2 人を代表取
締役に選任することで裁判外の和解をし、紛争を解決した。この和解の後、





⒄　森田果「株主間契約（六・完）」法協 121 巻 1 号 1 頁以下、24 頁（2004 年）、江頭・
前掲注（7）339 頁注（1）、田中・前掲注（7）書 181 頁、田中・前掲注（9）論文 230 頁、
鈴木＝竹内・前掲注（15）239 頁注（4）、浜田・前掲注（14）307 頁のほか、有地平
三「議決権行使に関する所謂『プール契約』（2・完）」法曹会雑誌 8巻 8号 67 頁、74
－ 76 頁（1930）、大森忠夫「議決権」田中耕太郎編『株式会社法講座（第 3巻）』877 頁、
903 － 904 頁（有斐閣、1956 年）、菱田政宏『株主の議決権行使と会社支配』（酒井書店、
1960 年）155 頁、青木英夫「議決権（拘束）契約」独協 1号 41 頁、47 頁（1968 年）、
大隅健一郎＝今井宏『会社法論（中）〔第 3版〕』（有斐閣、1992 年）79 頁、森本滋『会
社法〔第 2版〕』（有信堂高文社、1995 年）、青竹正一『閉鎖会社紛争の新展開』（信山
社、2001 年）118 － 119 頁など参照。
⒅　東京地判昭和 56・6・12 判時 1023 号 116 頁。本判決の評釈等として、今井宏「判解」
竹内昭夫編『新証券・商品取引判例百選』別冊ジュリ 100 号 40 頁（1988 年）、別府三
郎「判批」ひろば 35 巻 12 号 71 頁（1982 年）、畠田公明「判批」法政研究 50 巻 1 号
131 頁（1983 年）がある。
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たこと、本件新株発行は増資の際に持株割合を変えないとの和解に違反する
こと、本件新株発行はもっぱらXを排除する目的での不公正発行であり、1
















とすれば、法が、取締役の選任を株主総会の専権事項とし（商法 254 条 1 項）、








また、東京高裁平成 12 年 5 月 30 日判決⒆もまた一定の制限について言及
している。同判決の事案は、次のとおりである。A株式会社の代表取締役
社長X1 と同代表取締役専務Y（いずれも株主）の間で、昭和 62 年 8 月に
次の合意をした。すなわち、①X1 は A社の代表取締役会長に、Yが代表取
締役社長に就任すること、②平成 7年 12 月、X1 および YがA社役員を退
任し、X2（X1 の子）および B（Yの子）がAグループ各社の代表取締役に




と Yの中が円満を欠くようになり、平成 7年 3 月からはA社の取締役会に
おいてYを支持する者が多数を占めるようになった。こうした中で平成 7
年 10 ～ 11 月にかけて開催されたA、Bおよび Cの各社の取締役会におい
てX1 は代表取締役を解任され、平取締役となった。この間②の合意を定め
る期間が経過したが、YがAグループ各社の代表取締役を辞任することなく、
X2 および Bが代表取締役に選任されることはなかった。平成 9年 12 月およ
び平成 10 年 3 月に開催されたグループ各社の株主総会でX2 は取締役とし
て再任されず、またX1 も平成 11 年のA社およびグループ会社の株主総会
において取締役に再任されることはなかった。Yはこれらすべての決議に賛
成している。そこでX1 は Yが本件合意に違反したことにより、平成 10 年
から平成 17 年までの報酬を受け取ることができなくなったとして、その一
部につき債務不履行に基づく損害賠償を請求した。まず、同裁判所は、「本来、
⒆　東京高判平成 12・5・30 判時 1750 号 169 頁。本判決の評釈等として、潘阿憲「判批」
ジュリ 1247 号 158 頁（2003 年）、河村尚志「判批」商事 1710 号 83 頁（2004 年）、森
田章「判批」判評 517 号 32 頁（2002 年）、南健悟「判解」岩原紳作＝神作裕之＝藤田
友敬編『会社法判例百選〔第 3版〕』（有斐閣、2016 年）別冊ジュリ 229 号 220 頁、上
田真二「判批」阪大法学 52 巻 5 号 267 頁（2003 年）、白石智則「判批」早稲田法学 
77 巻 3 号 275 頁（2002 年）、鳥山恭一「判批」法セミ 563 号 107 頁（2001 年）、西原
慎治「判批」法学研究 75 巻 11 号 103 頁（2002 年）がある。




















































商事法務研究会、1994 年）80 － 83 頁の同州会社法 218 条を参照。なお、同書は 1993
年改正までをとりあげているが、デラウェア州は 1994 年改正によりこの期間制限を
撤廃している。田中・前掲注（9）論文 238 頁の注（38）、および今野美綾「議決権買
























































出の東京地裁昭和 56 年 6 月 12 日判決と共通するものであり、前出の東京高













254 条 1 項）、取締役の任期につき二年を超えることができないと定めている（同法



























































33　名古屋地決平成 19・11・12 金判 1319 号 50 頁。本判決の評釈等として、野田耕志「判
批」ジュリ 1395 号 164 頁（2010 年）、佂田薫子「判批」商事 1934 号 46 頁（2011 年）、
太田洋「判批」中東正文＝大杉謙一＝石綿学編『（別冊金融商事判例）M&A判例の
分析と展開Ⅱ』（経済法令研究会、2010 年）76 頁以下、大塚和成「判批」銀行法務
714 号 107 頁（2009 年）、同「判批」銀行法務 705 号 50 頁（2008 年）、岩﨑惠一「判批」
龍谷法学 44 巻 4 号 731 頁（2012 年）、浅妻敬＝行岡睦彦「M＆Aの実施に対する債
権者・契約関係者等からの提訴」神田秀樹＝武井一浩編『ジュリ増刊・実務に効く
M&A・組織再編判例精選』36 頁（有斐閣、2013 年）参照。





























































38　内田貴『民法Ⅲ債権総論・担保物権〔第 3版〕』（東京大学出版会、2005 年）116 頁、
中田裕康『債権総論〔第 3版〕』（岩波書店、2013 年）74 頁参照。
39　田中・前掲注（9）論文 235 頁参照。

















成 29 年改正前民法 414 条 2 項但書、令和 1年改正前民事執行法 174 条 1 項・






示に準ずるものとして、民事執行法 174 条（令和 1年改正 177 条）によるとする。また、
野村・後掲注（56）26 頁も、履行請求訴訟を認めつつ、書面投票が認められている場
合には、現在給付の訴え、それ以外の場合には将来給付の訴えによるとし、その執行





















して取消の対象となり（会社法 831 条 1 項 2 号）とされる。これについては、議決権
拘束契約に関する裁判例ではないが、全株主による合意（残余財産の分配方法に関す
る合意）を定款規定と同一視している。東京地判平成 27・9・7 金判 1492 号 50 頁（東
















49　森田果・前掲注（17）法協 121 巻 1 号 17-18 頁、中野・前掲注（40）813 頁、中野＝

























52　伊藤眞『民事訴訟法〔第 6版〕』（有斐閣、2019 年）164 頁、新堂幸司『民事訴訟法〔第
六版〕』（弘文堂、2019 年）267-269 頁参照。
53　最決平成 17・12・9 民集 59 巻 10 号 2889 頁。
54　田中・前掲注（7）書 182 頁、浜田・前掲注（16）308 頁、野村秀敏「議決権拘束契




















55　浜田・前掲注（16）308 頁、森田果・前掲注（17）法協 121 巻 1 号 19 － 23 頁、田中・
前掲注（7）書 182 頁、田中・前掲注（9）論文 232 頁参照。なお、野村・前掲注（56）
26 頁以下では、満足的仮処分・意思表示にかかる仮処分が認められるとし、意思表示
に基づく仮処分を認める。その上で、仮処分によって議決権が強制された後で、仮処
分が不当と判明した場合には、強迫による議決権行使の場合と同様に成立した決議に
取消事由が存在する可能性を認める。
